
資料１－１

平成１８年民間企業退職給付調査の概要 

（平成１８年１１月 人事院資料より） 
 

１． 調査対象と内容 

   人事院が、企業規模５０人以上の民間企業約３７，０００社から層化無作為抽出

法によって抽出した６，２３２社に対し以下を調査。回答は３，８５０社（調査完了率：

６１．８％） 

   ・退職給付（企業年金及び退職一時金）制度の有無、その内容 

   ・平成１７年度中に退職した勤続２０年以上の常勤従業員の退職給付の支給額 

 

２． 制度実態 

   退職給付制度がある企業：９２．０％ 

  （うち 企業年金と退職一時金と併用：４４．０％ 企業年金のみ：１４．５％ 

      退職一時金のみ：４１．５％） 

 

３．  退職給付制度を設けている理由 
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４． 退職給付支給平均額（退職者が最も多い層） 

 

企業年金現価額

 15,965千円

企業年金現価額

 13,251千円

退職一時金

11,102千円

退職一時金

16,405千円

5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

会社都合

（勤続３２年）

29,656千円

定年

（勤続４１年）

27,068千円

うち選択一時金 

４,258 千円

うち選択一時金 

5,335 千円

（千円） 


